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令 和 ５ 年 １ １ 月 版 
子ども未来部子ども未来課 

 

（仮称）北区子ども条例の基本的な考え方（案） 

 

令和 5 年１１月 北 区 
 
 

この「条例の基本的考え方」は、条例制定のための要旨となる事項を記載したものであ

り、具体的な表記等は今後精査していきます。 

条例文は、なるべく平易な言葉で子どもにもわかりやすい表現となるよう努めます。 

 
 

◎条例制定の趣旨 

 北区では、７つの主要政策の一つとして「子どもの幸せ No.1」を掲げており、また、「北

区教育・子ども大綱」及び「北区子ども・子育て支援計画」において、子どもの人権を尊重

し、子どもの最善の利益実現をめざすことを明記しています。 

こうした中、貧困やいじめ、虐待等、子どもを取り巻く今日的な課題に対して、行政と家

庭、地域、学校、子どもの施設、民間事業者など、すべての区民が一体となり、子どもの育

ちと子育て家庭への支援を推進するとともに、国籍や、性別、障害等のあるなしにかかわら

ず、すべての子どもが誰一人取り残されることなく、将来への希望をもって、心身ともに健

やかに成長できるよう、子どもの権利を保障し、子どもが未来に希望をもち幸せな状態で成

長することができる社会の実現に向けた取組を推進することを決意し、（仮称）北区子ども

条例を制定することとします。 

 

条例名称 

東京都北区子どもの権利と幸せに関する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２



2 
 

１ 条例の全体構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目次 

１ 前文 

 

２ 総則（目的、基本理念、定義） 

 

３ 子どもの権利の保障 

⑴ 大切な子どもの権利 

 ⑵ 子どもの権利を保障するための役割（各主体の役割） 

 

４ 子どもが幸せな状態で成長することができる社会の実現に向けた取組の推進 

⑴ 子どもの意見等の表明および参加 

⑵ 子どもの居場所づくり 

⑶ 子どもが安全、安心に過ごせる環境づくり 

⑷ 子ども一人ひとりに応じた学びの環境づくり 

⑸ 子どもが相談しやすい環境づくり 

⑹ 虐待、体罰等の防止 

⑺ いじめその他の権利の侵害の防止 

 ⑻ 子どもの貧困の防止 

 

５ 北区子どもの権利に関する施策の推進と検証 

⑴ 子どもの権利に関する施策の推進等 

① 子どもの権利の施策の推進 

② 子どもの権利に関する普及啓発 

 ⑵ 北区子どもの権利委員会  

 

６ 子どもの権利擁護 

 

７ 施行期日 
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２ 条例の内容 

（１）前文(盛り込む内容)  

・子どもたちへのアンケート結果等を踏まえて、子ども・大人・区それぞれからの宣言形

式による前文とする。 

・「児童の権利に関する条約」を踏まえ、次に掲げるような内容を盛り込む。 

① 子どもの最善の利益の確保 

② 子どもの意見の尊重 

③ 子どもに対するあらゆる差別の禁止 など 

 

（２）総則  

① 目的 

「児童の権利に関する条約」の趣旨に基づき、未来を担う子どもたちが誰一人取り残され

ることなく、自分の将来に夢と希望をもって健やかに成長できるよう子どもの権利を保

障し、子どもが将来にわたって幸せな状態で成長することができる社会の実現に向けた

取組を推進することを目的とする。 

 

② 言葉の意味（定義） 

・「子ども」とは、次の(1)から⑷までのいずれかに当てはまる 18 歳未満の人およびこれ

らの人と等しく権利を認めることが適当と認める人をいう。 

⑴ 区内に住んでいる人 

⑵ 区内で学んでいる人 

⑶ 区内で働いている人 

⑷ 前⑴から⑶までに当てはまる人のほか、区内で生活し、活動する人 

・この条例において「保護者」とは、子どもの親および里親その他子どもの親に代わり養

育する人のことをいう。 

・この条例において「区民等」とは、次の(1)から⑸までのいずれかに当てはまる人をい

います。 

⑴ 区内に住んでいる人 

⑵ 区内で学んでいる人 

⑶ 区内で働いている人 

⑷ 区内で事業を営んでいる人（以下「事業者」といいます。） 

⑸ 前⑴から⑷までに当てはまる人のほか、区内で生活し、活動する人 

・「育ち学ぶ施設」とは、保育所、幼稚園、学校その他の子どもが育ち、学び、活動した
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りするために利用する施設のことをいいます。 

・「団体」とは、子どもが育ち、学び、活動するための団体のことをいいます。 

 

③ 基本理念 

・子どもを権利の主体として尊重するとともに、子どもに関係のあることについて、子ど

もにとって最も善いことは何かを第一に考える。 

・子どもは、一人ひとりの個性が尊重され、また相互にこれを尊重しあい、だれ一人取り

残されることなくその権利が保障されること。 

・すべての子どもが将来への夢と希望をもって、幸せな状態で成長することができるよ

う、社会全体で子どもを育む環境を整備する。 

 

（３）子どもの権利の保障  

① 大切な子どもの権利 

子どもは、家庭、育ち学ぶ施設および団体、地域社会等あらゆる場面において、特に

次に掲げる権利などが保障されること。 

⑴ 自分の意見や考えを表明し、それが尊重されること。 

⑵ 身体的または精神的な暴力を受けないこと。 

⑶ 家庭の環境、経済的な状況、社会的身分、年齢、性別、障害の有無、国籍、性的

指向、性自認等により差別をされないこと。 

⑷ 安全・安心に過ごせること。 

⑸ ゆったりと安心できる場所で休めること。 

⑹ 遊ぶこと。 

⑺ プライバシーが大事にされること。 

⑻ 様々な文化、芸術、スポーツ等に触れ、親しむこと。 

⑼ 繰り返し挑戦できること。 

⑽ 悩んでいること、困っていることなどを相談できること。 

⑾ 一人ひとりに応じた学ぶ環境が確保されること。 

 

② 子どもの権利を保障するための役割 

⑴ 区の役割 

・区は、子どもの権利を保障するための施策を推進することで、子どもが幸せな状態で

成長していくことができる社会の実現に向けた取組を行うこと。 

・区は、子どもの健やかな成長のため、保護者が安心して子育てに取り組めるよう、必

要な支援を行うこと。 

・区は、子どもの権利の保障について、区民等、育ち学ぶ施設および団体と協力すると
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ともに、その活動を支援すること。 

・区は、子どもの権利の保障について、国、他の地方公共団体等と連携協力し、子ども

の権利が広く保障されるための取組の実施に努めること。  

⑵ 保護者の役割 

・保護者は、子どもの年齢や成長に応じた権利が保障されるよう努めること。 

⑶ 区民等の役割 

・区民等は地域において子どもが権利の主体であることを認識し、子どもが幸せな状態

で成長していくことができるよう、子どもを見守り、または支援するよう努めること。 

  ・事業者は、そこで働く人が、仕事と子育てを両立できる環境づくりに努めること。 

⑷ 育ち学ぶ施設および団体の役割 

・育ち学ぶ施設および団体は、その活動において子どもの権利を保障するよう努めると

ともに、家庭や地域との連携のもとで子どもが主体的に育ち、学ぶことができるよう

支援に努めること。 

 

（４）子どもが幸せな状態で成長することができる社会の
実現に向けた取組の推進 

① 子どもの意見表明、参加 

・子どもは、自分の意見や考えを表明することができること。 

・子どもは、意見や考えを表明したことによる不利益を受けないこと。 

・子どもは、自分の意見と同じように、他の人の意見を大切にし、尊重すること。 

・区、保護者、区民等、育ち学ぶ施設および団体は、区政、地域活動、育ち学ぶ施

設および団体の活動において子どもの意見反映、参加に努めること。 

 

② 子どもの居場所づくり 

・区、保護者、区民等、育ち学ぶ施設および団体は、子どもの身近な生活の場にお

いて、子どもが安心して安全に遊び、学びその他の活動をするために必要な居場

所づくりに努めること。 

・遊ぶための居場所づくりにあたっては、子どもが自由にのびのびと遊ぶことがで

きる環境となるよう努めること。  

・区は、居場所づくりのための活動を行う育ち学ぶ施設および団体と協力し、その

支援に努めること。 

 

③ 子どもが安全、安心に過ごせる環境づくり 

・区は保護者、区民等、育ち学ぶ施設および団体など関係機関と連携のもと、子ど

もが安心して安全に過ごすことのできる環境づくりに努めること。 
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・区、保護者、区民等、育ち学ぶ施設および団体は、子どものプライバシーが尊重

されるよう努めること。 

 

④ 子ども一人ひとりに応じた学びの環境づくり 

   ・区、育ち学ぶ施設および団体は、子ども一人ひとりの心身の状況、置かれている

環境等に応じて、子どもが望む形で学ぶことができる環境づくりに努めること。 

 

  ⑤ 子どもが相談しやすい環境づくり 

   ・区民、育ち学ぶ施設および団体は、子どもが悩んでいることや困っていることに

ついて、相談しやすい環境づくりに努めること。 

   ・区民、育ち学ぶ施設および団体は、子どもから受けた相談の内容について、子ど

もが他の人に知られたくないと望むものについては、慎重に取り扱うよう努める

こと。 

 

⑤ 虐待、体罰等の防止 

・虐待、体罰等は、子どもの心身の成長及び人格の形成に大きな影響を与える重大な

権利侵害で、誰であっても、どのような理由があってもしてはならないこと。 

・区は、関係機関と協力し、子どもに対する虐待、体罰等の防止と救済のために必

要な措置を講ずること。 

・区は、虐待、体罰等を受けた子どもを適切かつ速やかに救済するため、関係機関

と協力し、必要な支援を行うこと。 

 

⑥ いじめその他の権利の侵害の防止 

・区、区民等、育ち学ぶ施設および団体は、子どもがいじめその他の権利の侵害を

受けることなく、安心して生活することができるよう努めること。 

・区、区民等、育ち学ぶ施設および団体は、子どもに対するいじめその他の権利の

侵害の防止と救済のために必要な措置を講ずること。 

・区、区民等、育ち学ぶ施設および団体は、いじめその他の権利の侵害を受けた子

どもを適切かつ速やかに救済するため、関係機関と協力し、必要な支援を行うこ

と。 

・区が行う 1 から 3 までのいじめその他の権利侵害の防止に係る取組は、東京都北

区いじめ防止条例の基本理念その他同条例の規定との整合を図りながら行われる

こと。 

 

⑦ 子どもの貧困の防止 
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・区は、すべての子どもがだれ一人取り残されることなく、すこやかに育ち、学ぶこ

とができるよう、区民等、育ち学ぶ施設および団体と協力して、子どもの貧困の防

止に総合的に取り組むこと。 

 

（５）子どもの権利に関する施策の推進と検証 

① 子どもの権利に関する施策の推進等 

⑴ 子どもの権利に関する施策の推進 

・区は、全ての子どもの権利が保障されるよう、子ども、区民等、育ち学ぶ施設

および団体と協力して、子どもの権利に関する取組を推進するものとし、その

ための体制を整備すること。 

⑵ 子どもの権利の普及 

・区は、保護者や区民等に対して、条例に定められた子どもの権利について、周

知や学習の機会を設けるなどして、普及啓発に努めること。 

・区、育ち学ぶ施設および団体の関係者は、子どもが子どもの権利を知り、自分

とほかの人の権利の大切さについて学ぶ機会が確保されるよう努めること。 

 

② 子どもの権利委員会 

 ⑴ 東京都北区子どもの権利委員会の設置 

・区は、この条例に基づく施策を検証するために、区長の附属機関として東京都

北区子どもの権利委員会（以下「権利委員会」といいます。）を設ける。  

・権利委員会は、区長が委嘱する委員１０人以内をもって組織する。 

・権利委員会の委員（以下「委員」といいます。）の任期は、２年とし、補欠委

員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

・区長は、委員が心身の故障のため職務を行うことができないと認める場合又は

職務上の義務違反その他委員としてふさわしくない行いがあると認める場合

は、その職を解くことができる。 

・委員は、職務上知りえた秘密を漏らしてはなりません。その職を退いた後も同

様とする。 

⑵ 権利委員会の職務 

・区長の諮問を受けて、子どもの権利保障の状況等について、調査および審議を

すること。 

・権利擁護委員からの報告について、調査および審議をすること。 
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・前各号の調査および審議の結果を区長に答申し、制度の改善等を提言するこ

と。 

⑶ 会長及び副会長 

・権利委員会に会長及び副会長を置く。 

・会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

・会長は、権利委員会を代表し、会務を総理する。 

・副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

⑷ 招集等 

・権利委員会は、会長が招集する。 

・権利委員会は、半数以上の委員の出席がなければ、会議を開くことができない。 

・権利委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 

⑸ 庶務 

・権利委員会の庶務は、子ども未来部において処理する。 

 

（６）子どもの権利擁護 

① 子どもの権利擁護委員の設置 

子どもの権利の侵害からの適切かつ速やかな救済を図るため、東京都北区長（以

下「区長」といいます。）の附属機関として東京都北区子どもの権利擁護委員（以

下「委員」といいます。）を置くこと。 

② 子どもの権利擁護委員 

⑴ 委員の仕事 

・子どもの権利の保障についての相談に応じ、必要な助言および支援をすること。 

・子どもの権利の保障についての必要な調査および調整をすること。 

・子どもの権利の侵害からの救済のため関係者に要請をすること。 

・子どもの権利侵害を防ぎ、または子どもの権利を保障するための意見を表明するこ

と。 

・子どもの権利侵害からの救済と子どもの権利の保障についての理解を広めていくこ

とおよび関係者との協力の推進に関すること。 

⑵ 委員は、３人以内とし、人格が優れ、子どもの権利関して理解と識見を有する者

のうちから区長が委嘱する。 

⑶ 委員の任期は２年とする。ただし、再任されることができる。 
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⑷ 区長は、委員が心身の故障のために委員の仕事を担当することができないと認め

る場合、任命の要件を満たさなくなった場合または委員の仕事の上での義務違反そ

の他委員としてふさわしくない行いがあると認める場合には、その委員の職を解く

ことができる。 

⑸ 委員は、委員の仕事において、知り得た秘密をもらしてはならない。委員の仕事

の担当を退いた後も、同様とする。 

⑹ 委員の仕事の進め方 

・委員は、仕事を行うときには、子どもの意見等を聞き、その意見等を尊重するとと

もに、その子どもにとって最も善いと考えられることを行う。 

・委員は、公正かつ公平にその職務を行わなければならない。 

・委員は、それぞれ独立してその職務を行うこと。ただし、必要に応じて合議を行う

こと。 

・委員は、自分に利害関係のある事案については、その職務を行うことができない。 

・委員は、毎年度、その職務の実施状況について区長に報告しなければならないこ

と。 

・区は、委員の独立性と公正かつ公平に仕事を行うことができる環境を確保するため

に必要な協力および支援を行うこと。 

・区民等、育ち学ぶ施設および団体は、子どもが委員に相談等をしやすい環境を整え

るよう努めるとともに、委員の仕事に協力するよう努めること。 

⑺ 委員への相談等 

子ども（その子どもに関係のある人をふくみます。）は、委員に子どもの権利の保

障について必要な相談を行い、または、次の各号に定めることを求めることができ

る。 

・子どもの権利の侵害からの救済のため関係者に要請をすること。 

・子どもの権利侵害を防ぎ、または子どもの権利を保障するための意見を表明するこ

と。 

⑻ 委員の要請および意見の尊重等 

・区の機関は、委員から⑴の要請および意見の表明を受けたときは、これを尊重し、

必要な取組を行うよう努めること。 

・区の機関は、前項の取組を行うときには、その内容を委員に報告すること。ただ

し、同項の取組を行うことができないときは、理由を付けてそのことを委員に報告

すること。 

・区民等、育ち学ぶ施設および団体は、委員から⑴の要請および意見の表明を受けた

ときは、これを尊重し、必要な取組を行うよう努めること。 
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（７） 施行期日 

・この条例は、令和６年４月１日から施行すること。ただし、子どもの権利委員会及び

子どもの権利擁護に関する規定は、東京都北区規則で定める日から施行すること。 


